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○いの町移住者住宅改修費等補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この告示は、空き家の有効活用及び定住促進による地域の活性化を図

るため、いの町補助金等交付規則（平成１６年いの町規則第４５号。以下「規

則」という。）第２０条の規定に基づき、移住者（予定者を含む。以下同じ。）

又は移住者に住宅の提供（予定を含む。）をする者（以下「補助事業者」と

いう。）が行う住宅の改修等に要する経費に対し、予算の範囲内で補助金を

交付する。 

（補助事業者） 

第２条 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。ただし、県

税及び町税等について滞納がある者及びいの町の事務及び事業における暴力

団の排除に関する規則（平成２５年いの町規則第２２号）第２条第２項第５

号に規定する排除措置対象者に該当する者は対象としない。 

（１） 町内に住所を有していない者で、町外に５年以上居住している者。

ただし、本事業完了後は町に住所を定める者 

（２） 町内に住所を定めた日から５年を経過しない者で、それ以前は町外

に５年以上住所を定めていた者 

（３） 町内で地域おこし協力隊及び集落支援員の任に就いている者又は任

期満了から２年以内の者（ただし、着任前に町外に５年以上居住していた

者に限る。）で引き続き町内に定住するための住宅を改修する者 

（４） 町内で地域おこし協力隊及び集落支援員の任に就いている者又は任

期満了から２年以内の者（ただし、着任前に町外に５年以上居住していた

者に限る。）と着任前から同一世帯の者で、引き続き町内に定住するため

の住宅を改修する者。 

（５） 前４号に係る者に住宅を提供又は提供予定の住宅所有者 

（補助金の交付要件） 

第３条 補助金の交付の対象となる要件は、次の各号の全て及び別表第１に定

めるものに該当しなければならない。 

（１） いの町空き家バンクに登録又は登録実績がある個人が所有する住宅
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であること。 

（２） 住宅に係る賃貸借契約又は売買契約が、住宅所有者と移住者との間

において締結されていること。 

（３） 住宅を借り受ける移住者が住宅の改修を行う場合は、住宅所有者に

改修工事の同意及び原状回復義務の免除について同意が得られているこ

と。 

（４） 住宅を借り受ける移住者が住宅の荷物整理、運搬及び処分を行う場

合は、荷物の所有者に同意が得られていること。 

（５） 本事業完了後別表第１に定める期間、移住者の住居の用に供するこ

と。ただし、事業終了後直ちに住居の用に供しない場合は、第２条に定め

る補助事業者の要件を満たす者に改修住宅を提供する条件でいの町空き

家バンクに登録すること。 

（６） 過去においてこの要綱による補助金の交付を受けたことがない建築

物であること。ただし、住宅の荷物整理、運搬及び処分のみを行っている

場合は住宅改修を補助対象、住宅改修のみを行っている場合は住宅の荷物

整理、運搬及び処分を補助対象とする。 

（７） 対象となる住宅に、明らかな法令違反がないこと。ただし、改修工

事等に伴い、法令違反を是正する場合を除く。 

２ 補助事業等を請け負う者は、いの町内に本店、支店又は営業所を有する事

業者でなければならない。ただし、これにより難い事情のため町長がやむを

得ないと認めるときを除く。 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、

居住用部分に係る住宅の改修に要する経費、並びに住宅の荷物整理、運搬及

び処分に要する経費とし、賃金、委託料、工事請負費（廃棄物運搬費及び処

分費は除く。）、備品購入費、需用費（食糧費を除く。）、役務費、使用料

及び賃借料、原材料費その他町長が必要と認める経費とする。 

２ 次に掲げる工事に係る費用は、前項の補助対象経費に算入しない。 

（１） 建築物でないものに係る外構工事 

（２） 容易に取り外しができるものを設置する工事 



3/8 

（３） 補助事業等を請け負う事業者で調達しない設備機器等を設置する工

事 

（４） 他の公的な制度による補助金、利子補給その他これらに類するもの

又は介護保険法（平成９年法律第１２３号）の規定による居宅介護住宅改

修費等の支給を受ける場合は、その支給を受ける部分に係る工事 

（補助金の額） 

第５条 補助事業の事業区分、補助金の交付要件、補助限度額、補助率は別表

第１のとおりとする。ただし、補助金の額が５０，０００円未満となる場合

は交付しない。 

（補助金の申請） 

第６条 補助事業者は、いの町移住者住宅改修費等補助金交付申請書（様式第

１号）を町長に提出しなければならない。 

（補助金の交付決定） 

第７条 町長は、前条の規定による申請を受けたときは、これを審査し、適当

であると認める場合は、補助金交付決定通知書（様式第２号）により補助事

業者に通知するものとする。 

（補助事業の変更申請） 

第８条 補助事業者は、次に掲げる事項のいずれかに該当する場合は、あらか

じめいの町移住者住宅改修費等補助金変更申請書（様式第３号）を提出し、

町長の承認を受けなければならない。 

（１） 補助事業を中止しようとするとき。 

（２） 補助金の額が増額となる変更をしようとするとき。 

（３） 補助対象経費の２０パーセントを超える減額をしようとするとき。 

（４） 事業内容の重要な部分を変更しようとするとき。 

２ 前条の規定は、前項の場合について準用する。 

（実績報告） 

第９条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、いの町移住者住宅改修費

等補助金実績報告書（様式第４号）により、補助事業の完了の日から起算し

て２０日を経過した日、又は補助事業実施年度の３月２５日のいずれか早い

日までに町長に報告しなければならない。 



4/8 

２ 補助事業者が補助金交付の請求及び受領を補助事業を請け負った工務店

（以下「請負者」という。）に委任する場合には、実績報告書に補助利用に

ついての確認書（様式第５号）及び補助事業完了明細書（様式第６号）を添

付しなければならない。 

（補助金の確定及び交付） 

第１０条 町長は、前条の規定による実績報告を受けたときは、これを審査及

び必要に応じて行う現地調査等により検査し、適合すると認めたときは、補

助金の額を確定し、補助金交付額確定通知書（様式第７号）によって補助事

業者に通知するものとする。 

２ 補助事業者は、前項の通知を受けたときは、補助金交付請求書（様式第８

号）によって町長に補助金の交付を請求するものとする。 

３ 補助事業者が、前項の補助金交付を請求するにあたり、その請求及び受領

を請負者に委任する場合は、補助金交付請求書に、代理請求及び代理受領委

任状（様式第９号）を添付しなければならない。この場合において、前項中

「補助事業者」とあるのは「請負者」と読み替えるものとする。 

４ 町長は、前項の規定に基づく請求を受けたときは、速やかに補助金を交付

するものとする。 

（交付決定の取消し等） 

第１１条 町長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助

金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。ただし、町長が特に

取り消しの必要がないと認めた場合は、この限りでない。 

（１） 補助事業の完了した日（以下「完了日」という。）から別表第１に

定める期間を経過する日までに、改修住宅を取り壊し、又は第２条に定め

る補助事業者の要件を満たす者以外に改修住宅を提供したとき。 

（２） 完了日から別表第１に定める期間を経過する日までに、改修住宅か

ら転居したとき。ただし、第２条に定める補助事業者の要件を満たす者に

改修住宅を提供する条件でいの町空き家バンクに登録する場合を除く。 

（３） 完了日から３月を経過する日までに、改修住宅に入居しないとき。 

（４） 虚偽の申請その他不正な手段により補助金の交付決定を受け、又は

補助金の交付を受けたとき。 
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２ 前項の規定は、補助事業について交付すべき補助金の確定があった後にお

いても適用があるものとする。 

３ 町長は、補助金の交付決定を取り消す場合いの町移住者住宅改修費等補助

金交付取消通知書（様式第１０号）により通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第１２条 町長は、前条第１項の規定に基づき補助金の交付決定を取り消され

た場合において、補助事業の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金を交

付しているときは、期限を定めて、いの町移住者住宅改修費等補助金還付命

令書（様式第１１号）により補助金の全部又は一部の返還を命ずるものとす

る。この場合において、返還を求める金額は、完了日からの経過年数により

荷物整理、運搬及び処分事業、住宅改修等（その他）事業の場合は別表第２

のとおりとし、住宅改修等（耐震事業）の場合は別表第３のとおりとする。

ただし、第１１条第１項第４号にかかるものについては、経過年数に関わら

ず全額返還を求める。 

（その他） 

第１３条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年４月２６日告示第４３号） 

この告示は、平成２９年４月２６日から施行し、平成２９年４月１日から適

用する。 

附 則（平成２９年６月２日告示第４７号） 

この告示は、平成２９年６月２日から施行する。 

附 則（平成３０年１０月１６日告示第１０８号） 

この告示は、平成３０年１０月１６日から施行する。 

附 則（平成３１年４月１日告示第４７号） 

この告示は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年２月１９日告示第１８号） 

この告示は、令和２年２月１９日から施行する。 

附 則（令和２年４月１日告示第７１号） 
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この告示は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年５月１日告示第９０号） 

この告示は、令和２年５月１日に施行し、令和２年４月１日から適用する。 

附 則（令和２年１２月２８日告示第１９６号） 

この告示は、令和３年１月１日から施行する。 

附 則（令和３年１０月１３日告示第１３５号） 

この告示は、令和３年１０月１３日から施行する。 

附 則（令和５年４月２５日告示第７２号） 

この告示は、令和５年４月２５日から施行する。 
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別表第１（第３条、第５条、第１１条関係） 

事業区分 荷物整理、運搬及び処

分 

住宅改修等（その他） 住宅改修等（耐震） 

補助金の

交付要件 

①事業完了後、5年間

移住者の住居の用に

供すること。 

 

②一般廃棄物収集運

搬業者、一般廃棄物処

理業者が行うこと。 

① 右記①以外の住宅 

② 事業完了後、５年

間移住者の住居の用

に供すること。 

① 改修後の上部構

造評点が１．０以上

である等、耐震性が

確保されているも

の。(昭和56年5月31

日以前に建築され

た空き家の場合、い

の町住宅耐震改修

費等補助金と本補

助金の併用が可能。

ただし、住宅耐震改

修費等補助金が本

補助金より先に交

付決定されている

場合に限る。) 

② 事業完了後、１０

年間移住者の住居

の用に供すること。

補助限度

額 

５００，０００円／戸３００，０００円／戸 ２，７００，０００円

／戸 

補助率 １０分の１０以内 
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別表第２（第１２条関係） 

完了日からの経過年数 返還（納付）金額 

１年未満 補助金額確定額の１００％ 

１年以上２年未満 補助金確定額の８０％ 

２年以上３年未満 補助金確定額の６０％ 

３年以上４年未満 補助金確定額の４０％ 

４年以上５年未満 補助金確定額の２０％ 

別表第３（第１２条関係） 

完了日からの経過年数 返還（納付）金額 

１年未満 補助金額確定額の１００％ 

１年以上２年未満 補助金確定額の９０％ 

２年以上３年未満 補助金確定額の８０％ 

３年以上４年未満 補助金確定額の７０％ 

４年以上５年未満 補助金確定額の６０％ 

５年以上６年未満 補助金確定額の５０％ 

６年以上７年未満 補助金確定額の４０％ 

７年以上８年未満 補助金確定額の３０％ 

８年以上９年未満 補助金確定額の２０％ 

９年以上１０年未満 補助金確定額の１０％ 

 


